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1 

1. 概要

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能保持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）が基準地震動Ｓｓに対して十分

な構造強度を有していることを確認するものである。 

漂流防止装置（係船柱）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，応力評価に

基づく，施設の健全性評価を行う。 
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2. 基本方針

2.1 位置 

漂流防止装置（係船柱）の位置図を図 2－1 に示す。 

図 2－1 漂流防止装置（係船柱）の位置図 

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸，多重鋼管杭）に，係船柱

をアンカーボルト及びアンカー板により固定する構造である。 

よって，漂流防止装置（係船柱）は係船柱，アンカーボルト及びアンカー板から構成

され，係船柱は燃料等輸送船の係留索と接続する。 

漂流防止装置（係船柱）の概要図を図 2－2 に，構造図を図 2－3 に示す。 

図 2－2 漂流防止装置（係船柱）の概要図 

凡例
漂流防止装置（係船柱）

― 係留索

多重鋼管杭天端
EL 7.0

多重鋼管杭天端
EL 7.0

荷揚護岸天端
EL 6.0

Ｎ

（平面図） （断面図）

（単位ｍ）
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図 2－3 漂流防止装置（係船柱）の構造図 

コンクリート打上げ面
EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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2.3 評価方針 

漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に示す。 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価は，表 2－3 に示すとおり，施設の健全性評価を

行い，構造強度を有することを確認する。 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価フローを図 2－4 に示す。 
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表 2－1 漂流防止装置（係船柱）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

係船柱 － ・燃料等輸送船を係留する。

アンカーボルト ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。

アンカー板 ・係船柱を支持する。 ・係船柱を支持する。

表 2－2 漂流防止装置基礎（係船柱）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

係船柱 

構造部材の健全性を保持するた

めに，係船柱がおおむね弾性状

態にとどまること。 

燃料等輸送船を係留するため

に，係船柱がおおむね弾性状態

にとどまること。 

アンカーボルト

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむ

ね弾性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカーボルトがおおむ

ね弾性状態にとどまること。 

アンカー板

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾

性状態にとどまること。 

構造部材の健全性を保持するた

めに，アンカー板がおおむね弾

性状態にとどまること。 
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表 2－3 漂流防止装置（係船柱）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

健全性 

係船柱 

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 

アンカーボルト

発生する応力（引張

応力，せん断応力）

が許容限界以下で

あることを確認 

短期許容応力度 

アンカー板

発生する応力（曲げ

応力及びコンクリ

ートの支圧応力）が

許容限界以下であ

ることを確認 

短期許容応力度 
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図 2－4 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価フロー 

設計用地震力

許容限界の設定

荷重及び荷重の組合せの設定

評価対象部位の設定

評価方法の設定
・応力算定方法
・断面算定方法

耐震評価

評価条件の設定

基準地震動Ｓｓ

Ⅵ-2-別添6-2「漂流防止装置の耐震性について
の計算書」
2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性につ

いての計算書
3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性に

ついての計算書
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 年改定）

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 年改訂）

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］(（社）土木学会，2002 年制定）

・日本産業規格（ＪＩＳ）

・機械工学便覧 改訂第６版（（社）日本機械学会編，1977 年）
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2.5 記号の説明 

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号を表 2―4 に示す。 

表 2－4（1） 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号（1/2） 

記号 単位 定義 

σｓ N/mm2 係船柱の直胴部縁応力度 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 

Ｄ mm 係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 

Ｐｖ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 

σｃ1 N/mm2 コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度

Ｒ1 mm 中心軸から係船柱底板端までの距離 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 

ｎ － アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比

Ｇｓ mm3 アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント

Ｇｃ mm3 コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント

σｃ2 N/mm2 コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度

ＰＨ N 基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ N/mm2 コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 

σｓ2 N/mm2 アンカーボルトに生じる引張応力度

Ｒ1’ mm 中心軸からアンカーボルト位置までの距離 

τｓ N/mm2 アンカーボルトに生じるせん断応力度

Ｎ 本 アンカーボルトの本数

φｂ mm アンカーボルトの谷径

ｐ N/mm2 等分布荷重 

φａ mm アンカーボルトの呼び径
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表 2－4（2） 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる記号（2/2） 

記号 単位 定義 

σｓｔ N/mm2 アンカー板に生じる曲げ応力度

ｂ mm ナット二面幅

ａ mm アンカー板幅

ｔ mm アンカー板厚

σｃ N/mm2 コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度

τｃ N/mm2 コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ
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3. 耐震評価

3.1 評価対象部位 

漂流防止装置（係船柱）の評価対象部位は「2.2 構造概要」に示す構造上の特性を踏

まえ選定する。 

漂流防止装置（係船柱）に作用する基準地震動Ｓｓによる荷重は，係船柱，アンカー

ボルト及びアンカー板を介して周囲のコンクリートに伝達されることから，評価対象部

位を，係船柱，アンカーボルト及びアンカー板とする。評価対象部位を図 3－1 に示す。 

また，漂流防止装置（係船柱）の周囲のコンクリートに対する評価も実施する。 

図 3－1 評価対象部位 

コンクリート打上げ面
EL 7000

係船柱

アンカー板
アンカーボルト

アンカーボルト

アンカー板

（平面図） （アンカー図）

（正面図）

（単位ｍｍ）
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3.2 荷重及び荷重の組合せ 

3.2.1 荷重 

耐震評価に用いる荷重を以下に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ）

固定荷重として，漂流防止装置（係船柱）の自重を考慮する。

(2) 地震荷重（Ｓｓ）

基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。「3.4 設計用地震力」で設定する設計

震度を用いて次式により算出する。 

Ｓｓ＝Ｇ・ｋ 

ここで， 

Ｓｓ：地震荷重(kN) 

Ｇ ：固定荷重(kN) 

ｋ ：設計震度 

3.2.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－1 に示す。 

表 3－1 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ 

Ｇ  ：固定荷重 

Ｓｓ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 
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3.3 許容限界 

漂流防止装置（係船柱）の許容限界は，「3.1 評価対象部位」にて設定した部位に対

し，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」にて設定している許容限界を踏ま

えて設定する。 

3.3.1 使用材料 

漂流防止措置（係船柱）を構成する各部材の使用材料を表 3－2 に示す。 

表 3－2 使用材料 

材料 諸元 

係船柱 SC450，φ350 

アンカーボルト SS400，M56×1150 

アンカー板 SS400，225×t45 

コンクリート 設計基準強度 24N/mm2 

3.3.2 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に基づき設定する。 

ａ. 係船柱 

係船柱の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築

学会，2005 年改訂）」及び「ＪＩＳ Ｇ ５１０１ 炭素鋼鋳鋼品」を踏まえて

表 3－3 のとおり設定する。 

表 3－3 係船柱の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SC450 205 － 
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ｂ. アンカーボルト及びアンカー板 

アンカーボルト及びアンカー板の許容限界は，「各種合成構造設計指針・同解

説（（社）日本建築学会，2010 年改定）」に基づき算定した，表 3－4 のとおり設

定する。 

表 3－4 アンカーボルト及びアンカー板の許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

曲げ せん断 

SS400 
t≦40 234 136 

40＜t≦100 215 124 

ｃ. コンクリート 

コンクリートの許容限界は，「コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）

土木学会，2002 年制定）」に基づき,表 3－5 に示すとおり設定する。 

表 3－5 コンクリートの許容限界 

材質 
許容応力度(N/mm2) 

支圧 せん断 

コンクリート

（設計基準強度 24N/mm2） 
17.5 0.67 
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3.4 設計用地震力 

漂流防止装置（係船柱）の耐震計算に用いる設計震度は，Ⅵ-2-別添 6-2「漂流防止装

置の耐震性についての計算書」の「2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性につい

ての計算書」及び「3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性についての計算書」

に示す地震応答解析を用いて，漂流防止装置（係船柱）設置位置の最大応答加速度に基

づき設定する。漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる設計用地震力を表 3－6 に，

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭，荷揚護岸）の評価対象断面位置図及び地震応答解析モ

デルを図 3－2 及び図 3－3 に示す。 

表 3－6 漂流防止装置（係船柱）の耐震評価に用いる設計用地震力 

名称 

設計震度 

水平方向：ｋＨ 鉛直方向：ｋＵＤ 

漂流防止装置（係船柱） 2.3 1.8 

図 3－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭，荷揚護岸）の評価対象断面位置図 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）
Ｎ

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

250 500m0

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

凡例

評価対象断面
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図 3－3(1) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（荷揚護岸）） 

図 3－3(2) 地震応答解析モデル（漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）） 
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3.5 評価方法 

漂流防止装置（係船柱）を構成する各部材に生じる応力度が，許容限界以下であるこ

とを確認する。 

3.5.1 係船柱 

ａ. 係船柱の曲げ応力度 

係船柱に生じる曲げ応力度は，係船柱を片持ち梁として次式により算出し，係

船柱の許容限界以下であることを確認する。なお，慣性力の作用点は係船柱の直

胴部の上端とする。 

係船柱のモデル図を図 3－4 に示す。 

σｓ＝Ｍｓａ／Ｚｓａ＋Ｐｖ／Ａｓａ 

ここで， 

σｓ ：係船柱の直胴部縁応力度（N/mm2） 

Ｍｓａ ：係船柱の直胴部転倒モーメント（N・mm） 

（Ｍｓａ＝ＰＨ・0.9Ｄ） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

Ｄ ：係船柱の直胴部径 

Ｚｓａ ：係船柱の断面係数（mm3）

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ａｓａ ：係船柱の断面積（mm2） 

図 3－4 係船柱のモデル図 

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲

D

転倒モーメントアーム長
：直胴部長さ（=0.9D）

コンクリート打上面から
係船柱重心位置までの距離

単位：ｍｍ

コンクリート打上面より上部の
係船柱の重心位置
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ｂ. コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱底板）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料 No.102 け

い船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき，コンク

リートの偏心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，コンクリート

の許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（係船柱底板）のモデル図を図 3－5 に示す。

σｃ1＝Ｐｖ・（Ｒ1－ｙ）／（ｎ・Ｇｓ－Ｇｃ）

ここで， 

σｃ1 ：コンクリート（係船柱底板）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1 ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

ｙ ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

ｎ ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

図 3－5 コンクリート（係船柱底板）のモデル図 

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲
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ｃ. コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度 

コンクリート（係船柱前面）に生じる支圧応力度は，次式より算出し，コンク

リートの許容限界以下であることを確認する。

コンクリート（係船柱前面）のモデル図を図 3－6 に示す。

σｃ2＝（ＰＨ－μ・Ｐｖｃ）／（Ｈ1・２Ｒ1）

ここで， 

σｃ2 ：コンクリート（係船柱前面）の支圧応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

μ ：係船柱とコンクリートの摩擦係数 

Ｐｖｃ ：コンクリートの支圧力（≒0.7×ＰＨ）（N） 

Ｈ1 ：係船柱底板厚さ（mm） 

Ｒ1 ：中心軸から係船柱底板端までの距離（mm） 

図 3－6 コンクリート（係船柱前面）のモデル図 

▽コンクリート打上面

ＰH

Ｐv

：評価対象範囲
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3.5.2 アンカーボルト 

ａ. アンカーボルトの引張応力度 

アンカーボルトに生じる引張応力度は，「港湾技研資料 No.102 けい船柱の標

準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき，コンクリートの偏

心荷重を心外に受ける円形梁として次式により算出し，アンカーボルトの許容限

界以下であることを確認する。 

アンカーボルトのモデル図を図 3－7 に示す。

σｓ2＝Ｐｖ・（Ｒ1’＋ｙ）／（Ｇｓ－Ｇｃ／ｎ）

ここで， 

σｓ2 ：アンカーボルトに生じる引張応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｒ1’ ：中心軸からアンカーボルトまでの距離（mm） 

ｙ ：中心軸と中立軸の距離（mm） 

Ｇｓ ：アンカーボルトの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

Ｇｃ ：コンクリートの中立軸のまわりの断面 1 次モーメント（mm3） 

ｎ ：アンカーボルトとコンクリートの弾性係数比 

ｂ. アンカーボルトのせん断応力度 

アンカーボルトに生じるせん断応力度は，次式より算出し，アンカーボルトの

許容限界以下であることを確認する。 

τｓ＝（ＰＨ／Ｎ）／（π／４・φｂ
2）

ここで， 

τｓ ：アンカーボルトに生じるせん断応力度（N/mm2） 

ＰＨ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の水平成分（N） 

Ｎ ：アンカーボルトの本数（本） 

φｂ ：アンカーボルトの谷径（mm） 
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図 3－7 アンカーボルトのモデル図 

：評価対象範囲
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3.5.3 アンカー板 

ａ. アンカー板の曲げ応力度 

アンカー板に生じる曲げ応力度は，「港湾技研資料 No.102 けい船柱の標準設計

（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」及び「機械工学便覧 改訂第６版（（社）

日本機械学会編，1977 年）」に基づき，アンカー板に等分布荷重が作用するとし

て次式により算出し，アンカー板の許容限界以下であることを確認する。 

アンカー板のモデル図を図 3－8 に示す。

ｐ＝ＰＶ／｛π／4・（4・φａ）2－（π／4×φａ
2）｝ 

σｓｔ＝β・ｐ・（ａ／2）2／ｔ2

ここで， 

ｐ ：等分布荷重（N/mm2） 

ＰＶ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

φａ ：アンカーボルトの呼び径（mm） 

σｓｔ ：アンカー板に生じる曲げ応力度（N/mm2） 

β ：最大応力係数（＝ｂ／ａ） 

ｂ ：ナット二面幅（mm） 

ａ ：アンカー板幅（mm） 

ｔ ：アンカー板厚（mm） 

図 3－8 アンカー板のモデル図 

Ｐv

：評価対象範囲
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ｂ. コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度 

コンクリート（アンカー板上面）に生じる支圧応力度は，「港湾技研資料 No.102

けい船柱の標準設計（案）（運輸省港湾技術研究所，1970 年）」に基づき次式に

より算出し，コンクリートの許容限界以下であることを確認する。 

コンクリート（アンカー板上面）のモデル図を図 3－9 に示す。

σｃ＝Ｐｖ／｛（π／4）・ａ2｝

ここで， 

σｃ ：コンクリート（アンカー板上面）の支圧応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

ａ ：アンカー板幅（mm） 

図 3－9 コンクリート（アンカー板上面）のモデル図 

：評価対象

Pv
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ｃ. コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度 

コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度は次式により算出し，コ

ンクリートの許容限界以下であることを確認する。コンクリート（アンカーボル

ト側面）のモデル図を図 3－10 に示す。

τｃ＝Ｐｖ／（Ｌ・π・ａ）

ここで， 

τｃ ：コンクリート（アンカーボルト側面）のせん断応力度（N/mm2） 

Ｐｖ ：基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛直成分（N） 

Ｌ ：アンカーボルトの埋込み長さ（mm） 

ａ ：アンカー板幅（mm） 

図 3－10 コンクリート（アンカーボルト側面）のモデル図 

：評価対象

Ｐv
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4. 評価条件

「3. 耐震評価」に用いる入力値を表 4－1 に示す。

表 4－1 耐震評価に用いる入力値 

対象部位 記号 単位 定義 入力値 

係船柱 

Ｍｓａ N・mm 係船柱の直胴部転倒モーメント 2524410 

Ｐｖ N 
基準地震動Ｓｓによる慣性力の鉛

直成分 
6250 

Ｄ mm 係船柱の胴部径 350 

Ｚｓａ mm3 係船柱の断面係数 2055972.3 

Ａｓａ mm2 係船柱の断面積 27397.8 

ｙ mm 中心軸と中立軸の距離 115.9 

Ｒ1 mm 
中心軸から係船柱底板端までの距

離 
420.0 

ｎ － 
アンカーボルトとコンクリートの

弾性係数比 
15 

Ｇｃ mm3 
コンクリートの中立軸のまわりの

断面 1 次モーメント 
17289181.7 

Ｇｓ mm3 
アンカーボルトの中立軸のまわり

の断面 1 次モーメント 
2108687.8 

ＰＨ N 
基準地震動Ｓｓによる慣性力の水

平成分 
8014 

μ － 係船柱とコンクリートの摩擦係数 0.3 

Ｈ1 mm 係船柱底板厚さ 70 

Ｒ1’ mm 
中心軸からアンカーボルト位置ま

での距離 
350.0 

アンカーボルト

Ｎ 本 アンカーボルトの本数 6 

φｂ mm アンカーボルトの谷径 50.0 

φａ mm アンカーボルトの呼び径 56.0 

β － 最大応力係数 3 

アンカー板

ｂ mm ナット二面幅 85.0 

ｔ mm アンカー板厚 45.0 

ｐ N/mm2 等分布荷重 0.17 

ａ mm アンカー板幅 225.0 

Ｌ mm アンカーボルトの埋込み長さ 850 
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5. 評価結果

漂流防止装置（係船柱）の耐震評価結果を表 5－1 に示す。漂流防止装置（係船柱）の

各部材の発生応力度は許容限界以下であることから，漂流防止装置（係船柱）は構造健全

性を有することを確認した。 

表 5－1 漂流防止装置（係船柱）の照査結果 

評価対象部位 発生応力度 許容限界 照査値 

係船柱 

曲げ応力度 1.46 N/mm2 205 N/mm2 0.01 

コンクリート（係船柱底板）

支圧応力度 
0.13 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

コンクリート（係船柱前面）

支圧応力度 
0.11 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

アンカー

ボルト

引張応力度 3.05 N/mm2 215 N/mm2 0.02 

せん断応力度 0.68 N/mm2 124 N/mm2 0.01 

アンカー

板

アンカー板

曲げ応力度 
3.17 N/mm2 215 N/mm2 0.02 

コンクリート（アンカー板上面）

支圧応力度 
0.16 N/mm2 17.5 N/mm2 0.01 

コンクリート（アンカーボルト側面）

せん断応力度 
0.01 N/mm2 0.67 N/mm2 0.02 
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2. 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）を設置する漂流防止装置基礎（荷

揚護岸）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するものであ

る。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震

応答解析に基づく施設の変形性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

  

図 2－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の位置図 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の概要図を図 2－2 に示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は岩盤上に支持され，基礎コンクリート，セルラーブ

ロック（コンクリート詰）及び上部工（無筋・有筋）から構成する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の上部に漂流防止装置（係船柱）を設置する。 

 

図 2－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の概要図 

  

埋戻土（掘削ズリ）

上部工（無筋）

岩盤

▽H.W.L.

上部工（有筋）

セルラーブロック
（コンクリート詰）

荷揚場（コンクリート舗装）

基礎コンクリート

漂流防止装置（係船柱）
設置位置

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

▽EL 6.0m
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2.3 評価方針 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2 に

示す。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，表 2－

3 に示すとおり，施設の変形性評価を行い，構造強度を有することを確認する。 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フローを図 2－3 に示す。 

 

表 2－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

漂流防止装置（係船柱）を支持

する。 

漂流防止装置（係船柱）を支持

する。 

 

表 2－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

耐震性 耐津波性 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

漂流防止装置（係船柱）の漂流

防止機能を保持すること。 
― 

 

表 2－3 流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

変形性 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

発生する残留変形量

が許容限界以下であ

ることを確認 

許容残留変形量 

 

 

 

 

 

 



 

5 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 

R0
 

 

図 2－3 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価フロー 

  

評価開始

評価方針

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

残留変形量の算定

施設（漂流防止装置（荷揚護岸）の
変形性評価

評価終了

許容限界の設定

入力地震動の算定
（一次元波動論による地震応答解析）

評価対象断面及び解析方法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

基準地震動Ｓs

常時応力解析

２次元動的有限要素法解析
（有効応力解析）
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2.4 適用規格・基準等 

   適用する規格・基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987(（社）日本電気協会） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の

構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。図 3－1 に漂流防止装置基礎（荷揚

護岸）の評価対象断面位置図を，図 3－2 に⑥－⑥断面の横断図を示す。 

 

 

図 3－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の評価対象断面位置図 

 

 

 

図 3－2 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の横断面図（⑥－⑥断面） 

Ｎ

⑥Ｎ

漂流防止装置
基礎（荷揚護岸）

漂流防止装置（係船柱）設置範囲

⑥

▽地下水位 EL 8.5

▽ 海水位

▽EL 15.0

（単位：m）

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

埋戻土

防波壁

改良地盤①～③

凡例

埋戻土

岩級境界線

海底堆積物

速度層境界線

漂流防止装置（係船柱）
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3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方

針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて実

施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用いて，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。また，地盤については

地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

3.2.1 施設 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は，線形の平面ひずみ要素としてモデル化す

る。 
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3.2.2 地盤物性のばらつき 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震時の応答は周辺地盤との相互作用によるこ

とから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図3－2に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布しており，

これらの地盤のせん断変形が，地震時に漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の応答に与

える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に与える

影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきについ

て影響を確認する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 解析ケース」に示す。 

 

表 3－1 有解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 
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3.2.4 解析ケース 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。すべての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①（基本ケース）

の解析において，各照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実

施する。 

耐震評価における解析ケースを表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ ○   

(＋－)＊ ○   

(－－)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」

は位相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を
考慮した地震動（6 波）を加えた全 12
波に対し，ケース①（基本ケース）を
実施し，曲げ・軸力系の破壊，せん断
破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照
査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照
査項目に対して，最も厳しい（許容限
界に対する裕度が最も小さい）地震動
を用いてケース②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し
くなる地震動を用いてケース②及び③
を実施する。 

 



 

11 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 

R0
 

3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に基づき

設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解折において，地震以外に考慮する状

態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし,運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下に

示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の自重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２月４

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪

荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第

234 号）」により,積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設

定する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｐｓ ：積雪荷重 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを，

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力

地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－3 に入力地震動算定の概念図を，図 3－4～図 3－15 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

図 3－3 入力地震動算定の概念図 

  

反射波
(F2)

▽EL-50m
(解析モデル下端位置)

▽EL-10m
(解放基盤表面)

▽ EL-215m

基準地震動
(2E0)

反射波
(F1)

入射波
(E1)

▽EL-215m

地表面▽EL 8.5m
(地表面)

▽ EL-50m

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル

入力地震動
(2E2)

地震応答解析モデル

一次元波動論に
よる応答計算

一次元波動論に
よる応答計算

EL8.5m

入射波
(E1)

反射波
(F1’)

入射波
(E2)

漂流防止装置基礎
（荷揚護岸）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－4 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 

  

-1500

-750

0

750

1500

0 10 20 30 40 50 60 70 80

加
速
度

(c
m

/s
2

)

時刻 (s)

MAX  344cm/s² (8.06s)

0

500

1000

1500

2000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(c
m

/s
2

)

周期 (s)

h=0.05



 

18 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 

R0
 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

3.5.1 解析モデル 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の地震応答解析モデルを図 3－16 に示す。 

 

（1）解析領域 

地震応答解析モデルは，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1987（（社)日本電気協会）」を参考に，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状

態に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。 

（2）境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

（3）構造物のモデル化 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）は線形の平面ひずみ要素でモデル化する。漂流防

止装置（係船柱）は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）と比較して十分に重量が小さ

いことからモデル化しない。 

（4）地盤のモデル化 

岩盤は，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要素

及び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん断応

力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

（5）ジョイント要素の設定 

地震時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，「港湾

の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」及び「港湾構造

物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」に準拠して，これらの

接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－16 地震応答解析モデル（⑥－⑥断面） 

 

3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 3－4

に，材料の物性値を表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 使用材料 

材料 部位 諸元 

コンクリート 

漂流防止 

装置基礎 

(荷揚護岸） 

上部工（有筋） 設計基準強度：20.6N/mm2 

上部工（無筋） 設計基準強度：14.7N/mm2 

セルラーブロック 

（コンクリート詰） 
設計基準強度：20.6N/mm2 

基礎コンクリート 設計基準強度：14.7N/mm2 
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表 3－5 材料の物性値 

材料 部位 

単位体積重量

（kN/m3） 
ヤング係数 

（kN/mm2） 

ポアソン

比 
飽和，湿潤 水中 

コンクリート 

上部工（有筋） 24.0＊1 - 23.3＊1 0.2＊1 

上部工（無筋） 22.6＊2 - 20.4＊1 0.2＊1 

セルラーブロック＊3 

（コンクリート詰） 
23.0＊2 12.9 23.3＊1 0.2＊1 

基礎コンクリート 22.6＊2 12.5 20.4＊1 0.2＊1 

注記＊1：コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木学会，2002 年制定） 

＊2：港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

＊3：セルラーブロック及び中詰材の単位体積重量は，「港湾の施設の技術上の基準・

同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」より設定する。また，剛性は中詰材が

護岸と一体の挙動を示すことから，護岸材料と同様の物性とする。 
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3.5.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

 

3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

漂流防止装置基礎 

（荷揚護岸） 

防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

3.6.1 施設の変形性評価 

施設の変形性評価に係る評価対象部位は，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）とする。 

 

3.7 許容限界 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説

（国土交通省港湾局，2007 年版）」に基づき，表 3－7 のとおり設定する 

 

表 3－7 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の許容限界 

断面 
許容残留変形量 

（m） 

⑥－⑥断面 0.3 

 

3.8 評価方法 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の耐震評価では，地震応答解析に基づいて算定した残

留変形量が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確認する。 
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4. 耐震評価結果 

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量に対する照査結果を表 4－1 に示す。  

この結果から，漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量が許容限界以下であること

を確認した。 

 

表 4－1 漂流防止装置基礎（荷揚護岸）の残留変形量に対する照査結果 

地震動 
解析 

ケース 

残留変形量 

δ（m） 

許容 

残留変形量 

δa（m） 

照査値 

δ/δa 

Ｓｓ－Ｄ（－－） ③ 0.04 0.3 0.14 

 



 

 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

3. 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に設定している構造強度及

び機能維持の設計方針に基づき，漂流防止装置（係船柱）を設置する漂流防止装置基礎（多

重鋼管杭）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度を有していることを確認するもので

ある。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地

震応答解析に基づく施設の変形性評価を行う。 
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2. 基本方針 

2.1 位置 

   漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の位置図を図 2－1 に示す。 

 

図 2－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の位置図 

 

  

Ｎ

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

漂流防止装置（係船柱）
漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

250 500m0
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2.2 構造概要 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図を図 2－2 及び図 2－3 に，漂流防止装置基

礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）設置図を図 2－4 に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，鋼管を多重化して鋼管内をコンクリート又はモ

ルタルで充填した多重鋼管構造とする。鋼管杭は岩盤に支持させる構造（根入れ深さ：

13000mm）とし，上部に漂流防止装置（係船柱）を設置する。 

 

（単位：mm） 

図 2－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（南側） 

  

Φ2200

（
根
入
れ
深
さ
）

内管：φ2,000＊t50内管：φ2000＊t50

外管：φ2200＊t50

埋戻土（掘削ズリ）

漂流防止装置（係船柱）

中詰コンクリート

モルタル（充填材）



 

4 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-
別
添

6-
2 
R0
 

 

（単位：mm） 

図 2－3 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造図（北側） 

 

 

（単位：mm） 

図 2－4 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）への漂流防止装置（係船柱）設置図  
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2.3 評価方針 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，漂流防止装置（係船柱）を支持する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割及び性能目標を表 2－1 及び表 2－2

に示す。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価は，地震応答解析の結果に基づき，表 2

－3 に示すとおり，施設の変形性評価及び基礎地盤の支持性能評価を行い，構造強度を

有することを確認する。なお，施設の変形性評価にあたっては，保守的に施設がおおむ

ね弾性状態にとどまることを確認する。 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フローを図 2－5 に示す。 
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表 2－1 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の役割 

部位の名称 地震時の役割 津波時の役割 

鋼管杭 
漂流防止装置（係船柱）を支持す

る。 

漂流防止装置（係船柱）を支持す

る。 

岩盤 
鋼管杭を鉛直支持する。 

鋼管杭の変形を抑制する。 

鋼管杭を鉛直支持する。 

鋼管杭の変形を抑制する。 

 

表 2－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の各部位の性能目標 

部位の名称 
性能目標 

鉛直支持 耐震性 耐津波性 

鋼管杭 ― 

漂流防止装置（係船

柱）の漂流防止機能の

保持のために，鋼管杭

がおおむね弾性状態

にとどまること。 

― 

岩盤 

鋼管杭を鉛直支持す

るため，十分な支持力

を保持すること。 

― ― 

 

表 2－3 流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構造強度

を有する

こと 

施設の 

変形性 
鋼管杭 

発生する断面力（曲

げ・軸力）及び応力

（せん断応力）が許

容限界以下である

ことを確認 

降伏モーメント 

短期許容応力度 

基礎地盤の 

支持性能 
岩盤 

発生する応力（接地

圧）が許容限界以下

であることを確認 

極限支持力度＊ 

注記＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図 2－5 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価フロー 

  

評価方針

評価対象断面及び解析手法の選定

荷重及び荷重の組合せの選定

２次元有限要素法モデル
及び諸元の設定（地盤物性のばらつきを考慮）

常時応力解析

２次元有限要素法（有効応力解析）

基準地震動Ｓｓ

入力地震動の算定
（１次元波動論による地震応答解析）

接地圧の算定 変位量の算定

基礎地盤の支持性能評価 施設（鋼管杭）の変形性評価

評価終了

評価方針

許容限界の設定
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2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社)日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版） 

・港湾構造物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月） 

・コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 
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3. 耐震評価 

3.1 評価対象断面 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の構造上の特徴や周辺地盤状況を踏まえて設定する。漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

の評価対象断面位置図を図 3－1 に，断面図を図 3－2 及び図 3－3 に示す。以下の理由

から，①－①断面を評価対象断面として選定する。 

 

・①－①断面，②－②断面の漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）において，岩盤の根入

れ深さに差異はない。 

・①－①断面は②－②断面と比べ岩盤上面深さが深いため，漂流防止装置基礎（多

重鋼管杭）に作用する土圧が大きくなると考えられる。 

 

図 3－1 漂流防止装置の基礎（多重鋼管杭）の評価対象断面位置図 

  

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）
Ｎ

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

250 500m0

漂流防止装置基礎（荷揚護岸）

①

② ②

①

凡例

断面位置
（赤色は評価対象断面）
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図 3－2 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の横断面図（①－①断面） 

 

 

図 3－3 漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の横断面図（②－②断面）  

杭根入れ深さ：13.0m

岩盤上面深さ：11.5m

第①層

第①層

第③層

第⑤層

第④層

第⑤層

第①層 第②層 第③層
杭根入れ
深さ：13.0m

岩盤上面
深さ：4.0m 第③層
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3.2 解析方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本

方針」のうち，「2.3 屋外重要土木構造物」に示す解析方法及び解析モデルを踏まえて

実施する。 

地震応答解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる２次元有限要素法を用いて，

基準地震動Ｓｓに基づき設定した水平地震動と鉛直地震動の同時加振による逐次時間

積分の時刻歴応答解析により行うこととする。地震時における地盤の有効応力の変化に

伴う影響を考慮するため，解析方法は有効応力解析とする。 

構造部材については，線形はり要素（ビーム要素）でモデル化する。また，地盤につ

いては地盤のひずみ依存性を適切に考慮できるようモデル化する。 

地震応答解析については，解析コード「ＦＬＩＰ」を使用する。なお，解析コードの

検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ-5「計算機プログラム（解析コード）の概

要」に示す。 

 

3.2.1 施設 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，線形はり要素（ビーム要素）としてモデ

ル化する。 
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3.2.2 地盤物性のばらつき 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震時の応答は周辺地盤との相互作用による

ことから，地盤物性のばらつきの影響を考慮する。地盤物性のばらつきについては，

表 3－1 に示す解析ケースにおいて考慮する。 

図3－2に示すとおり，動的変形特性にひずみ依存性がある地盤が分布しており，

これらの地盤のせん断変形が，地震時に漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の応答に

与える影響が大きいと考えられる。このうち，広範囲に分布しており，応答に与え

る影響が大きいと考えられる埋戻土の物性（初期せん断弾性係数）のばらつきにつ

いて影響を確認する。 

詳細な解析ケースの考え方は，「3.2.4 解析ケース」に示す。 

 

表 3－1 解析ケース 

解析ケース 

地盤物性 

埋戻土 

（Ｇ０：初期せん断弾性係数） 

岩盤 

（Ｇｄ：動せん断弾性係数） 

ケース① 

（基本ケース） 
平均値 平均値 

ケース② 平均値＋１σ 平均値 

ケース③ 平均値－１σ 平均値 

 

3.2.3 減衰定数 

Rayleigh 減衰を考慮することとし，剛性比例型減衰を設定する。 

 

3.2.4 解析ケース 

耐震評価においては，すべての基準地震動Ｓｓに対し，解析ケース①（基本ケー

ス）を実施する。すべての基準地震動Ｓｓに対して実施したケース①（基本ケース）

の解析において，各照査値が最も厳しい地震動を用いて，解析ケース②及び③を実

施する。 

耐震評価における解析ケースを表 3－2 に示す。 
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表 3－2 耐震評価における解析ケース 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ 

基本ケース 

地盤物性のばらつき

（＋１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性のばらつき

（－１σ）を考慮し

た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値＋１σ 平均値－１σ 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ ○   

(＋－)＊ ○   

(－－)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ１ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｆ２ (＋＋)＊ ○   

Ｓｓ－Ｎ１ 
(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＮＳ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

Ｓｓ－Ｎ２

（ＥＷ） 

(＋＋)＊ ○   

(－＋)＊ 〇   

注記＊：地震動の位相について，（＋＋）の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位

相を反転させたケースを示す。 

  

基準地震動Ｓｓ（6 波）に位相反転を
考慮した地震動（6 波）を加えた全 12
波に対し，ケース①（基本ケース）を
実施し，曲げ・軸力系の破壊，せん断
破壊及び基礎地盤の支持力照査の各照
査項目ごとに照査値が 0.5 を超える照
査項目に対して，最も厳しい（許容限
界に対する裕度が最も小さい）地震動
を用いてケース②及び③を実施する。 
すべての照査項目の照査値がいずれも
0.5 以下の場合は，照査値が最も厳し
くなる地震動を用いてケース②及び③
を実施する。 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

3.3.1 耐震評価上考慮する状態 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解折において，地震以外に考慮する

状態を以下に示す。 

(1) 運転時の状態 

発電用原子炉が運転状態にあり,通常の条件下におかれている状態。ただし,運転

時の異常な過渡変化時の影響を受けないことから考慮しない。 

(2) 設計基準事故時の状態 

設計基準事故時の影響を受けないことから考慮しない。 

(3) 設計用自然条件 

積雪荷重を考慮する。 

(4) 重大事故等時の状態 

重大事故等時の状態の影響を受けないことから考慮しない。 

 

3.3.2 荷重 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析において，考慮する荷重を以下

に示す。 

(1) 固定荷重（Ｇ） 

固定荷重として，躯体の自重を考慮する。 

(2) 積雪荷重（Ｐｓ） 

積雪荷重として，発電所最寄りの気象官署である松江地方気象台（松江市）での

観測記録（1941～2018 年）より，観測史上１位の月最深積雪 100cm（1971 年２月４

日）に平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 を考慮した 35.0 ㎝とする。積雪

荷重については，「松江市建築基準法施行細則（平成 17 年 3 月 31 日松江市規則第

234 号）」により,積雪量１cm ごとに 20N/㎡の積雪荷重が作用することを考慮し設

定する。 

(3) 地震荷重（Ｓｓ） 

基準地震動Ｓｓの荷重を考慮する。 
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3.3.3 荷重の組合せ 

荷重の組合せを表 3－3 に示す。 

 

表 3－3 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

地震時（Ｓｓ） Ｇ＋Ｓｓ＋Ｐｓ 

 

Ｇ ：固定荷重 

Ｓｓ ：地震荷重（基準地震動Ｓｓ） 

Ｐｓ ：積雪荷重 
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3.4 入力地震動 

入力地震動は，Ⅵ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」のうち「2.3 屋外重要土木構

造物」に示す入力地震動の設定方針を踏まえて設定する。 

地震応答解析に用いる入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを，

一次元波動論により地震応答解析モデル下端位置で評価したものを用いる。なお，入力

地震動の設定に用いる地下構造モデルは，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」

のうち「7.1 入力地震動の設定に用いる地下構造モデル」を用いる。 

図 3－4 に入力地震動算定の概念図を，図 3－5～図 3－16 に入力地震動の加速度時刻

歴波形及び加速度応答スペクトルを示す。入力地震動の算定には，解析コード「ＳＨＡ

ＫＥ」を使用する。解析コードの検証及び妥当性確認の概要については，Ⅵ-5「計算機

プログラム(解析コード)の概要」に示す。 

 

 

 

図 3－4 入力地震動算定の概念図 

  

地下構造モデル 構造物位置地盤モデル 

▽EL 6.0m 

(地表面) 

地表面 

基準地震動 

(2E0) ▽EL-10m 

(解放基盤表面) 

一次元波動論 

による応答計算 

▽EL-215m 

反射波 

(F1) 

入射波 

(E1) 

反射波 

(F1 ’) 

入射波 

(E1) 

▽EL-215m 

▽EL-50m 

反射波 

(F2) 

入射波 

(E2) 

一次元波動論 

による応答計算 

入力地震動 

(2E2) 

▽EL-50m 

(解析モデル下端位置) 

▽EL 6.0m 

漂流防止装置基礎 

(多重鋼管杭) 

地震応答解析モデル 
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 (a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－5 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－6 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｄ） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－7 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－8 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－9 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－10 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｆ２） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－11 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－12 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ１） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－13 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－14 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＮＳ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－15 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（水平成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 3－16 入力地震動の加速度時刻歴波形及び加速度応答スペクトル 

（鉛直成分：Ｓｓ－Ｎ２(ＥＷ)） 
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3.5 解析モデル及び諸元 

 

3.5.1 解析モデル 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の地震応答解析モデルを図 3－17 に示す。 

 

(1) 解析領域 

地震応答解析モデルは，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1987（（社)日本電気協会）」を参考に，境界条件の影響が地盤及び構造物の応力状

態に影響を及ぼさないよう，十分広い領域とする。 

(2) 境界条件 

地震応答解析時の境界条件については，有限要素解析における半無限地盤を模擬

するため，粘性境界を設ける。 

(3) 構造物のモデル化 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）は，線形はり要素（ビーム要素）でモデル化す

る。漂流防止装置（係船柱）は，付加重量として考慮する。 

(4) 地盤のモデル化 

岩盤は，線形の平面ひずみ要素でモデル化する。地盤は，マルチスプリング要素

及び間隙水要素にてモデル化し，地震時の有効応力の変化に応じた非線形せん断応

力～せん断ひずみ関係を考慮する。 

(5) ジョイント要素の設定 

地震時の施設及び地盤の接合面における剥離及びすべりを考慮するため，「港湾

の施設の技術上の基準・同解説（国土交通省港湾局，2007 年版）」及び「港湾構造

物設計事例集（沿岸技術研究センター，平成 19 年 3 月）」に準拠して，これらの

接合面にジョイント要素を設定する。 
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図 3－17 地震応答解析モデル（①－①断面) 
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3.5.2 使用材料及び材料の物性値 

耐震評価に用いる材料定数は，適用基準類を基に設定する。使用材料を表 3－4

に，材料の物性値を表 3－5 に示す。 

 

表 3－4 使用材料 

材料 諸元 

鋼管杭 
φ2200mm（SM570）t=50mm＊ 

φ2000mm（SM570）t=50mm 

注記＊：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･同解説（(社)日本道路協

会，平成 14 年 3 月）」に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

 

表 3－5 材料の物性値＊ 

材料 
単位体積重量

（kN/m3） 

ヤング係数 

（N/mm2） 
ポアソン比 

鋼管杭 77.0 2.0×105 0.3 

注記＊：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 

 

3.5.3 地盤の物性値 

地盤の物性値は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」にて設定している

物性値を用いる。 

 

3.5.4 地下水位 

設計地下水位は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係る基本方針」に従い設定する。

設計地下水位を表 3－6 に示す。 

 

表 3－6 設計地下水位 

施設名称 設計地下水位 

漂流防止装置基礎 

（多重鋼管杭） 

防波壁より陸側：EL 8.5m＊ 

防波壁より海側：EL 0.58m 

注記＊：地表面が EL 8.5m よりも低い地点については，地下水位を地表面とする。 
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3.6 評価対象部位 

評価対象部位は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の構造上の特徴を踏まえ設定する。 

 

3.6.1 施設の変形性評価 

施設の変形性評価に係る評価対象部位は，鋼管杭とする。 

 

3.6.2 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価に係る評価対象部位は，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）

を支持する基礎地盤（岩盤）とする。 
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3.7 許容限界 

許容限界は，Ⅵ-2-別添 6-1「漂流防止装置の耐震計算の方針」に基づき設定する。 

 

3.7.1 鋼管杭 

鋼管杭の許容限界は，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）

日本道路協会，平成 14 年 3 月）」及び「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」を基に算定した降伏モーメント

及び短期許容せん断応力度とする。表 3－7 に鋼管杭の許容限界を示す。 

 

降伏モーメントは次式により算定する。 

 𝑀𝑦＝∑(𝑓𝑦𝑖 −
|𝑁𝑖|

𝐴𝑖
)𝑍𝑒𝑖 

 ここで， 

Ｍy ：多重鋼管杭の降伏モーメント（kN・m） 

ｆyi：多重鋼管杭を構成する各鋼管の降伏基準点（N/mm2） 

Ｚei：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面係数（mm3） 

Ｎi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管に発生する軸力（kN） 

Ａi ：多重鋼管杭を構成する各鋼管の断面積（mm2） 

 

表 3－7 鋼管杭の許容限界 

断面 杭種 杭位置 杭径 杭板厚 鋼種 

降伏 

モーメント *2 

（kN・m） 

短期許容応力

度（せん断） 

（N/mm2） 

①－①断面 
地下部 

（２重管） 

外管 φ2.2m*1 50mm SM570 

134667 210 

内管 φ2.0m 50mm SM570 

注記＊1：「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，

平成 14 年 3 月）」に基づき，腐食代 1mm を考慮する。 

＊2：降伏モーメントは，鋼管杭に発生する軸力を考慮する。 
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3.7.2 基礎地盤 

基礎地盤に発生する接地圧に対する許容限界は，Ⅵ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づき支持力試験により設定する。基礎地盤の許容限界を表 3－8 に

示す。 

 

表 3－8 基礎地盤の許容限界 

評価項目 基礎地盤 許容限界（N/mm2） 

極限支持力度 岩盤 
CH 級 

9.8 
CM 級 
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3.8 評価方法 

漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の耐震評価は，地震応答解析に基づいて算定した発

生断面力又は発生応力度が「3.7 許容限界」で設定した許容限界を満足することを確

認する。 

 

3.8.1 鋼管杭 

(1) 曲げ照査 

杭体の発生曲げモーメントが降伏モーメント以下であることを確認する。 

(2) せん断照査 

杭体の発生せん断応力度が許容せん断応力度以下であることを確認する。 

 

3.8.2 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価においては，「道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）･

同解説（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月）」に従い，杭下端部の軸力を用い

て次式により算定される軸応力度が，基礎地盤の極限支持力度以下であることを確

認する。 

 

𝑅𝑑＝
𝑁

𝐴′
 

 

ここで， 

Ｒd ：鋼管杭下端の軸力より算定される軸応力度（N/mm2） 

Ｎ ：鋼管杭下端に発生する軸力（N） 

Ａ ’ ：鋼管杭下端の断面積（mm2） 
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4. 耐震評価結果 

4.1 鋼管杭 

4.1.1 曲げ照査 

鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断

面力図を図 4－1 に，鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査結果を表 4－1 に示

す。 

この結果から，鋼管杭の発生断面力が許容限界以下であることを確認した。 

 

図 4－1 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における 

最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.68s） 

解析ケース②：地盤物性のばらつきを考慮した解析ケース（平均値＋１σ） 

 

表 4－1 鋼管杭の曲げ・軸力系の破壊に対する照査における最大照査値 

（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 
降伏 

モーメント 

Ｍy(kN・m) 

照査値 

Ｍ/Ｍｙ 
曲げ 

モーメント 

Ｍ(kN・m) 

軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ② 85630 2733 134667 0.64 
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4.1.2 せん断照査 

鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力図

を図 4－2 に，鋼管杭のせん断破壊に対する照査結果を表 4－2 に示す。 

この結果から，鋼管杭の発生応力度が許容限界以下であることを確認した。 

 

図 4－2 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（①－①断面，Ｓｓ－Ｎ１（－＋），t＝7.69s） 

解析ケース①：地盤物性のばらつきを考慮しない解析ケース（平均値） 

 

表 4－2 鋼管杭のせん断破壊に対する照査における最大照査値（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 せん断 

応力度 

τ(N/mm2) 

短期許容 

応力度 

τａ (N/mm2) 

照査値 

τ/τａ せん断力 

(kN) 

Ｓｓ－Ｎ１（－＋） ①  32310 51 210 0.25 
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4.2 基礎地盤 

基礎地盤の支持性能評価結果を表 4－3 に示す。 

この結果から，漂流防止装置基礎（多重鋼管杭）の杭下端部に生じる軸応力度が，極

限支持力度以下であることを確認した。 

 

表 4－3 基礎地盤の支持性能評価結果（①－①断面） 

地震動 
解析 

ケース 

発生断面力 

軸応力度 

Ｒd(N/mm2) 

極限支持力度 

Ｒu(N/mm2) 

照査値 

Ｒd/Ｒu 
軸力 

Ｎ(kN) 

Ｓｓ－Ｄ（＋＋） ① 4425 1.2 9.8 0.12 

 




